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事例収集自治体一覧

◼ ゼロカーボンシティの実現に向けた自治体や関係団体による主な取組について、公開情報を元に事例

を収集した。
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自治体名 人口
自治体や関係団体
による主な取組

情報源 備考

１ 東京都調布市 238,774人 • 広報誌 広報誌

２ 鹿児島県日置市 46,642人

• 再エネ人材拠点をテーマとした
脱炭素先行地域

• Youtube配信、事業者向け勉
強会の実施

Web公開情報 ※

３ 長崎県五島市 34,491人
• 地域企業・団体の積極的参画

と五島版RE100
Web公開情報 ※

４ 千葉県市原市 268,517人 • イベントの実施、広報誌 広報誌

備考）
• 備考欄の※印は脱炭素先行地域に採択された自治体
• 人口は令和６年１月１日現在（同日付における銚子市の人口：55,016人）

人口の出展：「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査, 2024年）



１．東京都調布市の事例【広報誌】

◼ ゼロカーボンに関する内容を特集した広報誌を作成し、2024年から発行を開始。

◼ 市の取組に加え、市内事業者や市民がおこなっているゼロカーボンの取組も掲載されている。

◼ 広報誌にQRコードを掲載し、環境に良い取組を一般公募している。
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出展）ゼロカーボンシティちょうふ, 2024年夏号No.1（令和６年８月５日号）
https://www.city.chofu.lg.jp/070010/p039295.html

自治体以外の主な取組関係者：市民、市内事業者



◼ 市内事業者がおこなっているゼロカーボンに向けた取組はインタビューにより調査している。

◼ 2024年夏号では、「食品ロス（家庭部門）」と「照明のLED化（業務部門）」に関する市内事業者

の取組が掲載された。
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出展）ゼロカーボンシティちょうふ, 2024年夏号No.1（令和６年８月５日号）
https://www.city.chofu.lg.jp/070010/p039295.html

１．東京都調布市の事例【広報誌】
自治体以外の主な取組関係者：市民、市内事業者



２．鹿児島県日置市の事例 【再エネ人材拠点をテーマとした脱炭素先行地域】
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◼ 脱炭素先行地域として、地域新電力会社、地域金融機関（鹿児島銀行）などと共同提案し採択。

◼ 地域への再エネ導入とともに、地元高校における座学・実地教育を実施し、再エネ関連企業への安定

した就職につなげ、再エネ人材育成拠点の構築を目指している。

脱炭素先行地域計画概要

自治体以外の主な取組関係者：地域新電力会社、地域金融機関、地元高校



２．鹿児島県日置市の事例 【再エネ人材拠点をテーマとした脱炭素先行地域】
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出典）鹿児島県立吹上高等学校ホームページ

https://fukiage.edu.pref.kagoshima.jp/article/2024090400227/

◼ 地元高校を巻き込み、電動バイク貸与によるライドシェアリング実証事業、省エネ人材育成講座を実施。

自治体以外の主な取組関係者：地域新電力会社、民間企業、地元高校



２．鹿児島県日置市の事例【Youtube配信、事業者向け勉強会の実施】

◼ Youtube動画で日置市の脱炭素社会に向けた取組を紹介（市のホームページで掲載）。

◼ 「ひおき地域エネルギー」（地域新電力会社）が脱炭素の取組に関する事業者向けの勉強会を開催

し、資料を同ホームページに掲載している。

7

出展）日置市ホームページ
https://www.city.hioki.kagoshima.jp/zerocarbon/carbonzero/zerocarbon.html

自治体以外の主な取組関係者：地域新電力



３．長崎県五島市の事例 【地域企業・団体の積極的参画と五島版RE100】
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◼ 2018年５月に市内52の企業・団体・個人の出資により五島市民電力株式会社が設立された。
◼ 洋上風力発電などの市内の再エネの活用を中心として、2024年11月に脱炭素先行地域に採択された

（主たる提案社は五島市、協働提案者として「五島市ゼロカーボンシティ実現協議会」も参画）。
◼ 市のホームページにおいて、再エネ情報の特設サイトを構築し、ゼロカーボンシティの実現に向けた取組に関

する情報発信を実施している。

出展）五島市の再生可能エネルギー情報
https://www.city.goto.nagasaki.jp/energy/index.html

協議会脱炭素先行地域

ゼロカーボンシティの
実現に向けた情報発信

自治体計画

再エネの情報発信

五島市ゼロカーボンシティ実現協議会

出展）五島市 ゼロカーボンシティ計画
https://adaptation-
platform.nies.go.jp/archive/conference/2024/0808/pdf/s03-
04-goto_city.pdf

• 令和5年9月現在、30の組織・団体が参加

五島市の再エネ情報サイト

自治体以外の主な取組関係者：商工会議所、地元研究会、地域新電力会社



３．長崎県五島市の事例 【地域企業・団体の積極的参画と五島版RE100】
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◼ 五島市再生可能エネルギー産業育成研究会、福江商工会議所が「五島版RE100」を創設し、2021年度

から取組が開始されている。

◼ 事業者・団体の活動で使用する電力を全て五島産の再エネで賄い、電力由来のCO2排出量ゼロを目指す。

◼ 2024年5月時点で、40事業者・団体が認定されている。

出展）福江商工会議所プレスリリース「五島版RE100について」
https://www.fukue-cci.org/contents/goto_re100/

自治体以外の主な取組関係者：商工会議所、地元研究会、地域新電力会社

※福江商工会議所プレスリリース及び五島市ホームページにおける「五島版RE100」に関する記載内容を基に整理

◼ 事業者

五島版RE100に賛同、取組を宣言
「宣言書」及び「行動計画」を作成

事業活動により使用する電
力を五島産の再エネで賄う
ことで、電力由来のCO2排
出量ゼロを目指す

◼ 五島市民電力㈱
◼ 小売電気事業者（五

島市に本社所在）

再生可能エネルギー発電由来の
J-クレジットもしくは非化石証書を
割り当てた五島産電気を供給

◼ 福江商工会議所

事業者を認定

中小企業や小規模事業者の
CO2排出量の計算や排出ゼロに
向けた行動計画の作成をサポー
ト

毎年、実績報告を提出



４．千葉県市原市の事例【イベントの実施、広報誌】

◼ 市内におけるサーキュラーエコノミー（以下「CE」と称する）を普及させる取組の開始にあたり、市内中
学校でスタートアップセレモニーを開催（令和５年４月）し、広報誌で紹介。

◼ 広報誌では、カーボンニュートラルに関する基本情報に加え、市原市の取組、市臨海部の企業の取組
を紹介。

◼ 工場燃料としてアンモニアを活用し、プラスチック製造時のCO2発生量の削減を目指すプロジェクトなど、
臨海部企業による脱炭素やCEに関する取組が進んでいる。
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出展）広報いちはら, 2023年7月号
https://prdurbanosichapp1.blob.core.windows.net/common-article/6493b5d378105f4e28c418f9/2023_7_all2_kohoichihara_web.pdf

自治体以外の主な取組関係者：市内事業者、地元中学生
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